
平成 ２１年 ３月 ３１日

平成 ２１年度 ～ 平成 ２３年度

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

経常収支比率（％） 106.2 112.4 110.6 111.0 108.5

医業収支比率（％） 71.7 66.3 70.0 74.2 72.0

職員給与費対医業収益比率（％） 98.3 106.6 99.7 90.5 94.0

材料費対医業収益比率（％） 10.8 10.9 10.7 10.7 10.7

上記目標数値設定の考え方

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

財務に係る数値目標（主なも
の）

　　○　診療報酬改定をはじめとする医療制度の変革や医師不足などの影響から，
      病院の運営環境は年々厳しさを増してきている。それぞれの病院が専門性の
　　　高い医療を提供しているほか，立地条件の違いなどから，運営の状況も病院毎
　　　に異なっている。
　　　　県立３病院が，今後も良質な医療を安定的に提供し，「高度・専門病院」として
　　　の役割担っていくため，３病院全体で収支改善を図り黒字化を目指す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経常黒字化の目標年度：２１年度）

公立病院として今後果たすべき役
割(概要)
（注）詳細は別紙添付

○地域医療機関の中核・拠点施設としての使命
○モデル的高度先進医療への取り組み
○地域精神保健活動への参画
○人材育成・教育・研修施設としての役割
○政策的医療の実践
○臨床研究の推進

一般会計における経費負担の考
え方(繰出基準の概要）
（注）詳細は別紙添付

病
院
の
現
状

病 院 名 宮城県立精神医療センター

所 在 地 名取市手倉田字山無番地

病 床 数 精神病床３４５床

診療科目 精神科，神経科，歯科

プ　ラ　ン　の　名　称 宮城県立病院改革プラン

策　　　　定　　　　日

対　　象　　期　　間

（別紙４） 公立病院改革プランの概要

団　　　　体　　　　名 宮城県



団体名
（病院名）

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

病床利用率（％） 71.8 69.0 72.2 72.2 72.2

入院患者数（人） 90,709 86,851 90,885 90,885 91,134

外来患者数（人） 40,820 40,286 40,660 41,140 42,140

民間的経営手法の導入

事業規模・形態の見直し
（業務改善・
　　　経営体制の確立）

経費削減・抑制対策

収入増加・確保対策

その他

別紙１のとおり

病床利用率の状況 １７年度 81.9% 1８年度 77.9% １９年度 71.8%

病床利用率の状況を踏
まえた病床数等の抜本
見直し、施設の増改築
計画の状況等

宮城県立精神医療センター

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

数
値
目
標
達
成
に
向
け
て
の
具
体
的
な
取
組
及
び
実
施
時
期

○キャッシュフロー計算書による評価方法導入の検討

○部門別経営分析の実施の検討

○既存病床の見直し
　　３病院の病床については，入院患者数及び外来患者数の動向や，医師看護師等の
　充足状況を見ながら適宜見直しを行っていく。

○ＡＢＣ管理の徹底
○物品購入契約方法の見直し
○ジェネリック薬品の導入
○職員の適正配置
○公的資金補償金免除繰上償還の実施

○職員研修制度の充実
○診療体制
○診療報酬の請求漏れ及び査定減対策
○未収金対策
○適切な資産運用
○自動販売機設置に係る業者選定方法の見直しの検討

【患者サービスの向上】
○　待ち時間の短縮
○　医療事故の防止
○　クレジットカード決済の導入の検討
○　ホームページの適切な更新
【業務改善・経営体制の確立】
○　経営意識の醸成
○　人材の育成・確保
○　病院機能評価の認定基準の維持等
○　総合医療情報システム及び電子カルテ導入の検討
○レセプト電算システムの導入

各年度の収支計画

そ
の
他
の
特
記
事
項

公立病院としての医療機能に係る
数値目標（主なもの）



団体名
（病院名）

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

経営形態の現況

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

その他特記事項

宮城県立精神医療センター

点
検
・
評
価
・
公
表
等

点検・評価・公表等の体制
(委員会等を設置する場合そ
の概要）

点検・評価の時期(毎年○月
頃等）

討中の場合は複数可）

経営形態見直し計画の概要
＜時　期＞ ＜内　容＞

（該当箇所に

経
営
形
態
見
直
し
に
係
る
計
画

（該当箇所に

経営形態の見直し（検討）の方向
性

再
編
・
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
化
に
係
る
計
画

二次医療圏内の公立病院等
配置の現況

○仙台医療圏の公的病院の主なものは以下のとおり。
　　東北大学病院，仙台市立病院，塩竃市立病院，
　　(独）仙台医療センター，（独）西多賀病院，(独）宮城病院
　　(独)県立こども病院，宮城県拓桃医療療育センター，宮城県立がんセンター，公立黒川病院，
　　(社)東北厚生年金病院，東北公済病院，(独)東北労災病院，(社)仙台社会保険病院

都道府県医療計画等における
今後の方向性

再編・ネットワーク化計画の概
要及び当該病院における対応
計画の概要

＜時　期＞

平成２１年度～平成２３年度

＜内　容＞
　
○県内医療機関との機能分担
　　　・精神科救急医療　　　・老年期・認知症医療
　　　・児童思春期医療　　　・重症患者医療
　　　・うつ・ストレスケア　　 ・依存症医療
　　　・医療観察法等触法精神障害医療

○地域機関・資源との連携

○県立病院間連携

○研究・研修・医師確保に関わるネットワーク形成

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）



様式第２号(病院事業）

収支計画
収益的収支【精神医療センター】 （百万円） 　（％）

　　 年 度
２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

 区 分 見込額 見込額 見込額 見込額

１. ａ 1,655 1,606 1,782 1,720 1,790 1,792 1,804 11.0 △ 3.5 4.1 0.1 0.7

(1) 1,646 1,596 1,769 1,710 1,778 1,779 1,791 10.8 △ 3.3 4.0 0.1 0.7

1,370 1,327 1,471 1,411 1,479 1,479 1,483 10.9 △ 4.1 4.8 0.0 0.3

276 269 298 299 299 300 308 10.8 0.3 0.0 0.3 2.7

(2) 9 10 13 10 12 13 13 30.0 △ 23.1 20.0 8.3 0.0

２. 1,065 895 959 1,247 1,100 942 970 7.2 30.0 △ 11.8 △ 14.4 3.0

(1) 960 785 872 1,142 1,010 850 878 11.1 31.0 △ 11.6 △ 15.8 3.3

931 785 872 916 792 795 793 11.1 5.0 △ 13.5 0.4 △ 0.3

29 0 0 226 218 55 85 △ 3.5 △ 74.8 54.5

(2) 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(3)

(4) 105 110 87 105 90 92 92 △ 20.9 20.7 △ 14.3 2.2 0.0

(A) 2,720 2,501 2,741 2,967 2,890 2,734 2,774 9.6 8.2 △ 2.6 △ 5.4 1.5

１. ｂ 2,566 2,365 2,485 2,596 2,557 2,414 2,506 5.1 4.5 △ 1.5 △ 5.6 3.8

(1) 1,769 1,631 1,751 1,833 1,785 1,621 1,696 7.4 4.7 △ 2.6 △ 9.2 4.6

772 819 805 789 742 742 851 △ 1.7 △ 2.0 △ 6.0 0.0 14.7

246 34 100 200 193 30 60 194.1 100.0 △ 3.5 △ 84.5 100.0

751 778 846 844 850 849 785 8.7 △ 0.2 0.7 △ 0.1 △ 7.5

(2) 196 177 192 187 192 192 193 8.5 △ 2.6 2.7 0.0 0.5

180 165 173 166 172 173 173 4.8 △ 4.0 3.6 0.6 0.0

(3) 513 465 454 475 482 502 502 △ 2.4 4.6 1.5 4.1 0.0

283 271 251 254 266 280 280 △ 7.4 1.2 4.7 5.3 0.0

(4) 64 65 66 68 70 69 85 1.5 3.0 2.9 △ 1.4 23.2

(5) 24 27 22 33 28 30 30 △ 18.5 50.0 △ 15.2 7.1 0.0

２. 119 104 97 43 57 48 50 △ 6.7 △ 55.7 32.6 △ 15.8 4.2

(1) 80 70 60 20 17 20 20 △ 14.3 △ 66.7 △ 15.0 17.6 0.0

(2) 39 34 37 23 40 28 30 8.8 △ 37.8 73.9 △ 30.0 7.1

(B) 2,685 2,469 2,582 2,639 2,614 2,462 2,556 4.6 2.2 △ 0.9 △ 5.8 3.8

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) 35 32 159 328 276 272 218 396.9 106.3 △ 15.9 △ 1.4 △ 19.9

１. (D) 5 △ 100.0

２. (E) 2 △ 100.0

特　別　損　益　(D)－(E) (F) 0 3 0 0 0 0 0 △ 100.0

35 35 159 328 276 272 218 354.3 106.3 △ 15.9 △ 1.4 △ 19.9

(G) 1,076 964 1,232 1,560 1,836 2,108 2,326

(ｱ) 1,597 1,510 1,727 1,390 1,206 1,209 1,211 14.4 △ 19.5 △ 13.2 0.2 0.2

409 511 551 579 570 571 572 7.8 5.1 △ 1.6 0.2 0.2

(ｲ) 259 115 187 174 159 149 154 62.6 △ 7.0 △ 8.6 △ 6.3 3.4

　

258 114 195 172 154 147 153 71.1 △ 11.8 △ 10.5 △ 4.5 4.1

(ｳ)

(G)
ａ
(ｵ)
ａ
ａ 64.5 67.9 71.7 66.3 70.0 74.2 72.0 5.6 △ 7.6 5.7 6.0 △ 3.0
ｂ

(H)
ａ

(注）１．「流動負債」には、企業債の前借りである一時借入金（いわゆる起債前借）の額に相当する額を除いている。

　 　２．「翌年度繰越財源」とは、当該事業年度に執行すべき事業に係る支出予算額のうち、翌事業年度に繰り越したものの財源に充当することができる特定の収入で当該事業年

　　 　度に収入された部分に相当する額としている。

　 　３．「当年度許可債で未借入又は未発行の額」とは、当該事業年度において支出予算執行済とした建設改良費の財源に充てられる企業債のうち未借入又は未発行のものをいう。

伸　　　　　　　率

１９年度

支 払 利 息

一 時 借 入 金 利 息 分

そ の 他

国 ( 県 ) 補 助 金

収
 
 
 
 
 
 
 
 
入

医 業 収 益

料 金 収 入

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他

材 料 費

う ち 薬 品 費

経 費

う ち 委 託 料

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

そ の 他

退 職 手 当

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 他 会 計 繰 入 金

不 良 債 務 解 消 分

そ の 他

特 別 損 失

そ の 他

経 常 費 用

う ち 未 収 金

累 積 欠 損 金

流 動 資 産

純 損 益 (C)＋(F)

特
 
別
 
損
 
益

特 別 利 益

不
 
良
 
債
 
務

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

当 年 度 許 可 債 で 未 借 入

翌 年 度 繰 越 財 源

差引
不 良 債 務
( ｲ )-{( ｱ )-( ｳ )}

資 金 不 足 比 率 ×100

(H)
地方財政法施行令第19条第１項
により算定した資金の不足額

(ｴ)
又 は 未 発 行 の 額

(ｵ)

×100

累 積 欠 損 金 比 率 ×100

不 良 債 務 比 率

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

×100

医 業 収 支 比 率

流 動 負 債

－

－

－

－

－

－

－

－ －

－

－

－

－

－

－

－

－ － － －

－ － －

－

－ － － －

１７年度
決算額

１８年度
決算額

１９年度
決算額

２０年度
見込額

２１年度
見込額

２２年度
見込額

２３年度
見込額



様式第２号(病院事業）

収支計画

資本的収支【精神医療センター】 （百万円） 　（％）

　　 年 度
２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

 区 分 見込額 見込額 見込額 見込額

１. 24 40 518 56 28 220 20 1,195.0 △ 89.2 △ 50.0 685.7 △ 90.9

２.

３. 103 128 119 143 148 137 71 △ 7.0 20.2 3.5 △ 7.4 △ 48.2

103 104 119 143 148 137 71 14.4 20.2 3.5 △ 7.4 △ 48.2

24

４.

５.

６.

７.

８.

９.

(a) 127 168 637 199 176 357 91 279.2 △ 68.8 △ 11.6 102.8 △ 74.5

24

(c) 38

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 127 144 599 199 176 357 91 316.0 △ 66.8 △ 11.6 102.8 △ 74.5

１. 36 18 106 58 24 234 34 488.9 △ 45.3 △ 58.6 875.0 △ 85.5

２. 151 156 621 230 240 206 119 298.1 △ 63.0 4.3 △ 14.2 △ 42.2

151 156 621 230 240 206 119 298.1 △ 63.0 4.3 △ 14.2 △ 42.2

３.

４.

(B) 187 174 727 288 264 440 153 317.8 △ 60.4 △ 8.3 66.7 △ 65.2

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 60 30 128 89 88 83 62 326.7 △ 30.5 △ 1.1 △ 5.7 △ 25.3

１. 60 30 104 89 88 83 62 246.7 △ 14.4 △ 1.1 △ 5.7 △ 25.3

２.

３. 24

４.

(D) 60 30 128 89 88 83 58 326.7 △ 30.5 △ 1.1 △ 5.7 △ 30.1

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(E)－(F) 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

一般会計等からの繰入金の見通し （百万円）

17年度
（実績）

18年度
（実績）

19年度
（実績）

20年度
（見込）

21年度 22年度 23年度

(29) (0) (0) (226) (218) (55) (85)
960 785 872 1,142 1,010 850 878
(0) (24) (0) (0) (0) (0) (0)
103 128 119 143 148 137 71

(29) (24) (0) (226) (218) (55) (85)

1,063 913 991 1,285 1,158 987 949
※下段に実繰入総額を記入し，上段に（）カッコ書きで基準外繰入金の額を記入する。

資 本 的 収 支

合　　　計

収 益 的 収 支

国 ( 県 ) 補 助 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

他 会 計 負 担 金

伸　　　　　　　率

１９年度

他 会 計 借 入 金

他 会 計 補 助 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

他 会 計 長 期借入金返還金

そ の 他

う ち 繰 延 勘 定

そ の 他

収 入 計

実 質 財 源 不 足 額

う ち 職 員 給 与 費

補
て
ん
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

支
　
　
出

建 設 改 良 費

当 年 度 許 可 債 で 未 借 入
(F)

又 は 未 発 行 の 額

企 業 債 償 還 金

うち建設改良のための企業債分

うち災害復旧のための企業債分

支 出 計

収
　
　
　
　
　
　
入

企 業 債

前年度許可債で当年度借入分

他 会 計 出 資 金

工 事 負 担 金

うち翌年度へ繰り越される
(b)

支 出 の 財 源 充 当 額

１７年度
決算額

１８年度
決算額

１９年度
決算額

２０年度
見込額

２１年度
見込額

２２年度
見込額

２３年度
見込額



平成 ２１年 ３月 ３１日

平成 ２１年度 ～ 平成 ２３年度

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

経常収支比率（％） 95.1 96.2 100.1 101.9 100.2

医業収支比率（％） 73.5 72.4 78.2 80.9 79.2

職員給与費対医業収益比率（％） 74.5 76.7 70.8 65.9 68.1

材料費対医業収益比率（％） 28.8 28.4 27.3 27.3 27.3

上記目標数値設定の考え方

公立病院改革プランの概要

団　　　　体　　　　名

プ　ラ　ン　の　名　称

策　　　　定　　　　日

（別紙４）

対　　象　　期　　間

病
院
の
現
状

公立病院として今後果たすべき役
割(概要)
（注）詳細は別紙添付

一般会計における経費負担の考
え方(繰出基準の概要）
（注）詳細は別紙添付

病 院 名

所 在 地

病 床 数

診療科目

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

財務に係る数値目標（主なも
の）

　　○　診療報酬改定をはじめとする医療制度の変革や医師不足などの影響から，
      病院の運営環境は年々厳しさを増してきている。それぞれの病院が専門性の
　　　高い医療を提供しているほか，立地条件の違いなどから，運営の状況も病院毎
　　　に異なっている。
　　　　県立３病院が，今後も良質な医療を安定的に提供し，「高度・専門病院」として
　　　の役割担っていくため，３病院全体で収支改善を図り黒字化を目指す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経常黒字化の目標年度：２１年度）

○　良質で高度かつ安全な医療の提供
○　患者満足度の向上及び病院利用者の視点に立った病院の運営
○　経営基盤の確立及び確実なコストの管理
○　地域連携を強化するとともに機能や役割を明確にした病院の運営
○　人材の確保・育成及び職業倫理の徹底

【総務省繰出基準によるもの】
○　病院の建設改良に要する経費　　○　救急医療の確保に要する経費
○　結核病院の運営に要する経費　　○　高度医療に要する経費
○　精神病院の運営に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか
【県単独基準によるもの】
○　がんセンター研究所に要する経費
○　応援医師に要する経費
○　政策的医師配置に要する経費　　　ほか

宮城県

宮城県立病院改革プラン

　宮城県立３病院

宮城県立循環器・呼吸器病センター　一般病床１５０床，結核病床５０床
宮城県立精神医療センター　           精神病床３４５床
宮城県立がんセンター　　　　　　　　　 一般病床３８３床

宮城県立循環器・呼吸器病センター　循環器科，呼吸器科，心臓血管外科，呼吸器外科，消化器科，放射線科，麻酔科
宮城県立精神医療センター　　　　　　 精神科，神経科，歯科
宮城県立がんセンター　　　　　　　　　 内科，呼吸器科，消化器科，外科，整形外科，形成外科，脳神経外科，
                                                               泌尿器科，婦人科，　眼科，耳鼻いんこう科，放射線科，麻酔科

1



団体名
（病院名）

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

病床利用率（％） 70.2 69.2 71.2 73.0 73.5

入院患者数（人） 227,705 223,717 230,315 236,155 238,266

外来患者数（人） 152,977 149,328 151,496 155,364 158,760

民間的経営手法の導入

事業規模・形態の見直し

経費削減・抑制対策

収入増加・確保対策

その他

別紙１のとおり

病床利用率の状況 １７年度 77.7% 1８年度 72.1% １９年度 67.0%

病床利用率の状況を踏
まえた病床数等の抜本
見直し，施設の増改築計
画の状況等

宮城県

公立病院としての医療機能に係る
数値目標（主なもの）

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

数
値
目
標
達
成
に
向
け
て
の
具
体
的
な
取
組
及
び
実
施
時
期

そ
の
他
の
特
記
事
項

各年度の収支計画

○院内保育所２４時間保育の検討

○キャッシュフロー計算書による評価方法導入の検討

○部門別経営分析の実施の検討

○既存病床の見直し
　　３病院の病床については，入院患者数及び外来患者数の動向や，医師・看護師等の
　充足状況を見ながら適宜見直しを行っていく。

○ＡＢＣ管理の徹底
○物品購入契約方法の見直し
○ジェネリック薬品の導入
○職員の適正配置
○ＥＳＣＯ事業の導入による光熱水費の削減
○公的資金補償金免除繰上償還の実施

○職員研修制度の充実
○診療体制の充実
○ＤＰＣ（包括評価診療報酬制度）の導入
○診療報酬の請求漏れ及び査定減対策
○未収金対策
○適切な資産運用
○自動販売機設置に係る業者選定方法の見直しの検討

【患者サービスの向上】
○待ち時間の短縮
○医療事故の防止
○クレジットカード決済の導入の検討
○ホームページの適切な更新
【業務改善・経営体制の確立】
○経営意識の醸成
○人材の育成・確保
○病院機能評価の認定基準の維持等
○総合医療情報システム及び電子カルテ導入の検討
○レセプト電算システムの導入

2



団体名
（病院名）

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は，①検討・協議の
方向性，②検討・協議体
制，③検討・協議のスケ
ジュール，結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

経営形態の現況

（注）
１
２
詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は，①検討・協議の
方向性，②検討・協議体
制，③検討・協議のスケ
ジュール，結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

宮城県

再
編
・
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
化
に
係
る
計
画

その他特記事項

二次医療圏内の公立病院等
配置の現況

都道府県医療計画等における
今後の方向性

（該当箇所に

（該当箇所に

再編・ネットワーク化計画の概
要及び当該病院における対応
計画の概要

経営形態の見直し（検討）の方向
性

経営形態見直し計画の概要

討中の場合は複数可）

点
検
・
評
価
・
公
表
等

点検・評価・公表等の体制
(委員会等を設置する場合その
概要）

点検・評価の時期(毎年○月頃
等）

○「宮城県立３病院のあり方懇話会」で示された意見を踏まえ，今後，経営形態の
　　検討を進めていく。

　○　病院事業管理者，病院局長，病院局次長及び各病院長で構成する「県立病院経営
　　健全化推進委員会」において行うこととし，必要に応じて高度の専門知識・経験を有す
　　る外部の有識者として委嘱している宮城県立病院経営顧問から助言・指導を受ける。

　○　毎年度の評価終了後。

＜時　期＞

平成２１年度～平成２３年度

＜内　容＞

　○　これまで，県立３病院は，地域の高度・先進医療を担う
　　拠点病院として地域との連携を図ってきた。今後もこれま
　　でおこなってきた取組を継続して行っていく。

経
営
形
態
見
直
し
に
係
る
計
画

＜時　期＞

　未　定

＜内　容＞
　
　平成１９年度に開催した，「県立３病院のあり方懇話会」に
おいて出された，非公務員型の地方独立行政法人が望まし
いとの意見を踏まえ，先行事例の中期目標期間終了後の評
価なども参考にしながら，今後も引き続き検討を行う。

　○　地方独立行政法人化による効果及び実績の検証
　○　職員意識の向上を図る仕組みの検討
　○　法人移行職員に対する制度説明

　

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）
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様式第２号(病院事業）

収支計画
収益的収支【３病院計】 （百万円） 　（％）

　　 年 度
２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

 区 分 見込額 見込額 見込額 見込額

１. ａ 9,758 9,078 9,378 9,686 9,912 10,131 10,240 3.3 3.3 2.3 2.2 1.1

(1) 9,623 8,958 9,272 9,581 9,809 10,022 10,131 3.5 3.3 2.4 2.2 1.1

7,687 7,077 7,299 7,596 7,811 7,957 8,023 3.1 4.1 2.8 1.9 0.8

1,935 1,881 1,973 1,985 1,998 2,065 2,108 4.9 0.6 0.7 3.4 2.1

(2) 135 120 106 105 103 109 109 △ 11.7 △ 0.9 △ 1.9 5.8 0.0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

２. 3,732 3,659 3,612 3,969 3,513 3,223 3,300 △ 1.3 9.9 △ 11.5 △ 8.3 2.4

(1) 3,536 3,465 3,406 3,773 3,372 3,080 3,157 △ 1.7 10.8 △ 10.6 △ 8.7 2.5

2,017 1,995 2,136 1,954 1,971 2,010 1,969 7.1 △ 8.5 0.9 2.0 △ 2.0

1,519 1,470 1,270 1,819 1,401 1,070 1,188 △ 13.6 43.2 △ 23.0 △ 23.6 11.0

(2) 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

(3) 3 7 11 13 14 14 14 57.1 18.2 7.7 0.0 0.0

(4) 193 187 195 183 127 129 129 4.3 △ 6.2 △ 30.6 1.6 0.0

(A) 13,490 12,737 12,990 13,655 13,425 13,354 13,540 2.0 5.1 △ 1.7 △ 0.5 1.4

１. ｂ 13,111 12,765 12,753 13,381 12,670 12,523 12,932 △ 0.1 4.9 △ 5.3 △ 1.2 3.3

(1) 6,927 6,873 6,982 7,427 7,014 6,679 6,975 1.6 6.4 △ 5.6 △ 4.8 4.4

3,211 3,277 3,167 3,150 2,968 2,968 3,256 △ 3.4 △ 0.5 △ 5.8 0.0 9.7

485 367 331 736 425 94 212 △ 9.8 122.4 △ 42.3 △ 77.9 125.5

3,231 3,229 3,484 3,541 3,621 3,617 3,507 7.9 1.6 2.3 △ 0.1 △ 3.0

(2) 2,926 2,615 2,703 2,747 2,706 2,761 2,800 3.4 1.6 △ 1.5 2.0 1.4

1,448 1,287 1,374 1,339 1,342 1,353 1,354 6.8 △ 2.5 0.2 0.8 0.1

(3) 2,310 2,353 2,205 2,359 2,407 2,550 2,581 △ 6.3 7.0 2.0 5.9 1.2

1,373 1,378 1,212 1,278 1,428 1,521 1,540 △ 12.0 5.4 11.7 6.5 1.2

(4) 743 700 677 676 407 392 435 △ 3.3 △ 0.1 △ 39.8 △ 3.7 11.0

(5) 205 224 186 172 136 141 141 △ 17.0 △ 7.5 △ 20.9 3.7 0.0

２. 928 900 905 810 737 583 580 0.6 △ 10.5 △ 9.0 △ 20.9 △ 0.5

(1) 613 594 566 447 393 343 338 △ 4.7 △ 21.0 △ 12.1 △ 12.7 △ 1.5

0 0 0 0 0 0 0

(2) 315 306 339 363 344 240 242 10.8 7.1 △ 5.2 △ 30.2 0.8

(B) 14,039 13,665 13,658 14,191 13,407 13,106 13,512 △ 0.1 3.9 △ 5.5 △ 2.2 3.1

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) △ 549 △ 928 △ 668 △ 536 18 248 28 △ 28.0 △ 19.8 △ 103.4 1,277.8 △ 88.7

１. (D) 0 16 0 12 16 0 0 △ 100.0 33.3 △ 100.0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

２. (E) 0 9 4 25 28 0 0 △ 55.6 525.0 12.0 △ 100.0

特　別　損　益　(D)－(E) (F) 0 7 △ 4 △ 13 △ 12 0 0 △ 157.1 225.0 △ 7.7 △ 100.0

△ 549 △ 921 △ 672 △ 549 6 248 28 △ 27.0 △ 18.3 △ 101.1 4,033.3 △ 88.7

(G) △ 1,455 △ 2,044 △ 2,717 △ 3,266 △ 3,260 △ 3,012 △ 2,984 32.9 20.2 △ 0.2 △ 7.6 △ 0.9

(ｱ) 4,941 3,784 3,369 2,712 2,353 2,823 2,787 △ 11.0 △ 19.5 △ 13.2 20.0 △ 1.3

1,975 2,149 2,108 2,216 2,179 2,171 2,189 △ 1.9 5.1 △ 1.7 △ 0.4 0.8

(ｲ) 1,575 1,288 1,517 1,413 1,293 1,268 1,307 17.8 △ 6.9 △ 8.5 △ 1.9 3.1

　 0 0 0 0 0 0 0

1,565 1,278 1,504 1,401 1,280 1,246 1,285 17.7 △ 6.8 △ 8.6 △ 2.7 3.1

(ｳ) 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0
(G) △ 14.9 △ 22.5 △ 29.0 △ 33.7 △ 32.9 △ 29.7 △ 29.1 28.7 16.4 △ 2.5 △ 9.6 △ 2.0
ａ
(ｵ)
ａ － － － － － － －
ａ 74.4 71.1 73.5 72.4 78.2 80.9 79.2 3.4 △ 1.6 8.1 3.4 △ 2.1
ｂ

－ － － － － － －
(H)
ａ － － － － － － －

(注）１．「流動負債」には、企業債の前借りである一時借入金（いわゆる起債前借）の額に相当する額を除いている。

　 　２．「翌年度繰越財源」とは、当該事業年度に執行すべき事業に係る支出予算額のうち、翌事業年度に繰り越したものの財源に充当することができる特定の収入で当該事業年

　　 　度に収入された部分に相当する額としている。

　 　３．「当年度許可債で未借入又は未発行の額」とは、当該事業年度において支出予算執行済とした建設改良費の財源に充てられる企業債のうち未借入又は未発行のものをいう。

伸　　　　　　　率

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

２２年度
見込額

２０年度
見込額

２１年度
見込額

１８年度
決算額

１７年度
決算額

１９年度
決算額

収
 
 
 
 
 
 
 
 
入

医 業 収 益

料 金 収 入

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

支 払 利 息

一 時 借 入 金 利 息 分

そ の 他

国 ( 県 ) 補 助 金

そ の 他

材 料 費

う ち 薬 品 費

経 費

う ち 委 託 料

経 常 収 益

支
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

そ の 他

退 職 手 当

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

う ち 一 時 借 入 金 利 息

特
 
別
 
損
 
益

特 別 利 益

う ち 他 会 計 繰 入 金

不 良 債 務 解 消 分

そ の 他

特 別 損 失

累 積 欠 損 金

流 動 資 産

純 損 益 (C)＋(F)

差引
不 良 債 務

(ｵ)
( ｲ )-{( ｱ )-( ｳ )}

×100

不 良 債 務 比 率

累 積 欠 損 金 比 率 ×100

×100

(H)
地方財政法施行令第19条第１項
により算定した資金の不足額

医 業 収 支 比 率

う ち 一 時 借 入 金

不
 
良
 
債
 
務

そ の 他

流 動 負 債

当 年 度 許 可 債 で 未 借 入

翌 年 度 繰 越 財 源

又 は 未 発 行 の 額

経 常 費 用

う ち 未 収 金

(ｴ)

う ち 基 準 外 繰 入 金

う ち 未 払 金

１９年度

×100

資 金 不 足 比 率

２３年度
見込額



様式第２号(病院事業）

収支計画

資本的収支【３病院計】 （百万円） 　（％）

　　 年 度
２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

 区 分 見込額 見込額 見込額 見込額

１. 1,521 694 2,368 1,480 2,573 1,120 520 241.2 △ 37.5 73.9 △ 56.5 △ 53.6

２.

３. 714 739 907 958 1,096 1,301 1,224 22.7 5.6 14.4 18.7 △ 5.9

711 663 905 949 1,096 1,294 1,215 36.5 4.9 15.5 18.1 △ 6.1

3 76 2 9 0 7 9 △ 97.4 350.0 △ 100.0 28.6

４.

５.

６. 19 △ 100.0

７.

８.

９.

(a) 2,239 1,433 3,294 2,438 3,669 2,421 1,744 129.9 △ 26.0 50.5 △ 34.0 △ 28.0

24

(c) 141 △ 100.0

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 2,239 1,409 3,153 2,438 3,669 2,421 1,744 123.8 △ 22.7 50.5 △ 34.0 △ 28.0

１. 1,832 715 1,075 605 519 1,354 554 50.3 △ 43.7 △ 14.2 160.9 △ 59.1

0 0 0 0 0 0 0

２. 912 890 2,538 2,184 3,287 1,744 1,736 185.2 △ 13.9 50.5 △ 46.9 △ 0.5

912 890 2,538 2,184 3,287 1,744 1,736 185.2 △ 13.9 50.5 △ 46.9 △ 0.5

0 0 0 0 0 0 0

３. 0 400 400 400 320 0 0 0.0 0.0 △ 20.0 △ 100.0

４. 1 2 3 2 0 0 0 50.0 △ 33.3 △ 100.0

0 0 0 0 0 0 0

(B) 2,745 2,007 4,016 3,191 4,126 3,098 2,290 100.1 △ 20.5 29.3 △ 24.9 △ 26.1

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 506 598 863 753 457 677 546 44.3 △ 12.7 △ 39.3 48.1 △ 19.4

１. 308 598 839 753 457 677 546 40.3 △ 10.3 △ 39.3 48.1 △ 19.4

２. 0 0 0 0 0 0 0

３. 198 0 24 0 0 0 0 △ 100.0

４. 0 0 0 0 0 0 0

(D) 506 598 863 753 457 677 542 44.3 △ 12.7 △ 39.3 48.1 △ 19.9

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(E)－(F) 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

一般会計等からの繰入金の見通し （百万円）

17年度
（実績）

18年度
（実績）

19年度
（実績）

20年度
（見込）

21年度 22年度 23年度

(1,519) (1,470) (1,270) (1,819) (1,401) (1,070) (1,188)
3,536 3,465 3,406 3,773 3,372 3,080 3,157
(3) (76) (2) (9) (0) (7) (9)
714 739 907 958 1,096 1,301 1,224

(1,522) (1,546) (1,272) (1,828) (1,401) (1,077) (1,197)

4,250 4,204 4,313 4,731 4,468 4,381 4,381
※下段に実繰入総額を記入し，上段に（）カッコ書きで基準外繰入金の額を記入する。

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

合　　　計

う ち 基 準 外 繰 入 金

工 事 負 担 金

実 質 財 源 不 足 額

う ち 職 員 給 与 費

補
て
ん
財
源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

支
　
　
出

建 設 改 良 費

当 年 度 許 可 債 で 未 借 入
(F)

又 は 未 発 行 の 額

企 業 債 償 還 金

うち建設改良のための企業債分

うち災害復旧のための企業債分

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還金

そ の 他

う ち 繰 延 勘 定

支 出 計

収
　
　
　
　
　
　
入

企 業 債

前年度許可債で当年度借入分

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

他 会 計 借 入 金

他 会 計 出 資 金

(b)
支 出 の 財 源 充 当 額

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

収 入 計

うち翌年度へ繰り越される

う ち 基 準 内 繰 入 金

２３年度
見込額

１７年度
決算額

１８年度
決算額

１９年度
決算額

２０年度
見込額

他 会 計 負 担 金

１９年度

２１年度
見込額

２２年度
見込額

伸　　　　　　　率




